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平成１９年１２月１３日 

 
 
柴田町議会  
議長  伊  藤  一  男  殿  

 
総務常任委員会  
委員長   加  藤  克  明  

 
 

委 員 会 行 政 視 察 報 告 書                 
 
先に実施した総務常任委員会行政視察の結果を、下記のとおり報告

します。  
 

記  
 
１  期   間    平成１９年１０月２４日（水）～２６日（金）  
 
２  視察地及び視察内容  
 
（１）石川県輪島市 

・能登半島地震による被災の概要と復旧の現状について  

・防災対策の概要について  

 
（２）福井県若狭町 

美浜・三方環境衛生組合「エコクル美方」  
・エコクル美方の概要について  
・ごみ焼却施設について  

 
３  視察概要    別紙の通り  
 



- 2 - 

〈石川県輪島市〉                 平成１９年１０月２４日視察 

 

１ 市の概要 

輪島市は、本州中央部日本海に突出した能登半島の北西部に位置し、東は珠洲市、

能登町に、南は穴水町、志賀町に接している。市の中心部から県都金沢へは約１２０

㎞の距離にある。 

伝統産業「輪島塗」や朝市、輪島温泉、總持寺などに象徴される観光都市であり、

８０㎞に及ぶ海岸線は優れた自然景観を呈し、能登半島国定公園に指定されている。 

江戸中期以降は「親の湊」と呼ばれ、海上交通の要衝として北前船を所有する廻船

問屋の繁栄とともに栄えた。 

近年は人口減少と過疎化が進行しており、また平成１９年３月に発生した「能登半

島地震」により甚大な被害を受けたため、文化・歴史はじめ恵まれた地域資源を活か

した定住・交流人口の増加を通じて、復興と活性化を図っている。過疎からの脱却に

向け、能登空港臨空産業団地の整備、日本航空学園の誘致をはじめ、空港を活用した

新しいまちづくりにも力を注いでいる。 

明治・昭和の大合併を経て、平成１８年２月１日に門前町と合併して現在の「輪

島市」となった。 

平成１９年３月３１日現在の人口は３３,８７３人、世帯数は１３,１７２世帯で

ある。 

 

２ 研修内容 

―研修項目― 

①能登半島地震による被災の概要と復旧の現状について 

②防災対策の概要について 

 

（１）能登半島地震の被害状況等について 

１）地震の概要（気象庁情報） 

①発生日時：平成１９年３月２５日（日） ９時４１分 

②震源地：能登半島沖（北緯３７.２度、東経１３６.７度） 

③震源の深さ：１１㎞ 

④規模：マグニチュード６.９（暫定値） 

⑤震度：６強 

⑥津波：注意報９時４３分発令（１１時３０分解除） 

石川県珠洲市 最大波 １１時１３分 ２０㎝観測 

⑦主な余震 ２５日／１８時１１分 震度５弱 

２６日／１４時４６分 震度５弱 

２８日／ ８時 ８分 震度５弱 

２）輪島市の人的・住家被害の状況（１０月２日現在） 

①人的被害：[死者]１名 [負傷者]重傷４６名、軽傷６９名 
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②住家被害：[全壊]５１３棟 [半壊]１,０８６棟 [一部損壊]９,９８８棟 

※一部損壊の数字は、義援金における一部損壊の申請件数 

３）避難の状況 

①避難勧告：３月２６日／１４:１０ ３世帯４人（４月１日／１５:５０解除） 

３月３１日／１７:１２ ６世帯９人（４月５日／９:００解除） 

②避難所：３月２５日／２４時 ２７ヵ所２,２２１人（避難所解消５月３日） 

４）その他の被害状況 

ア）土砂災害 

①河道閉鎖： ２件 

②地すべり： ８件 

③がけ崩れ：２６件 

④山腹崩壊： １件 

イ）ライフライン 

①電力・水道の供給停止戸数等 

・電力：全世帯（３月２６日／１６:５０解消） 

・水道：５,５００戸（輪島地区 ４月３日／２０:００復旧） 

（門前地区 ４月７日／ ８:００復旧） 

②通信関係の状況 

・固定電話：発着信規制実施（３月２５日／１４:０９までに全て解除） 

・携帯電話：発着信規制実施（３月２５日／１５:２５までに全て解除） 

ウ）道路通行止の状況 

①国道：国道２４９号で落石・陥没等９ヵ所で発生 

※現在も一部時間制限片側通行 

②県道：落石・陥没等が１７ヵ所で発生 

③市道：落石・陥没等が２６ヵ所で発生 

※一部大規模な土砂崩落により通行制限（許可制） 

５）概算被害額（８月２１日現在の試算） 

①一般建物等（住家、非住家）：６４,４００百万円 

②その他公共建物（庁舎等）：１９８百万円 

③道路・河川関係（河川、道路、橋梁、急傾斜地）：２,４６２百万円 

④上下水道関係：２,０９４百万円 

⑤公営住宅関係（１１施設）：４４百万円 

⑥農林水産関係（農地、農道、林道、林業・漁業施設等）：４,０１５百万円 

⑦工業、商業、サービス業等施設：１１,１３７百万円 

⑧観光関連（宿泊施設等）：４６０百万円 

⑨社会福祉施設等（介護、児童、福祉関係等）：１６１百万円 

⑩健康・医療施設関係（５施設）：１６百万円 

⑪廃棄物処理施設関係（焼却施設）：１０百万円 

⑫文教施設等（学校、文化・体育施設、文化財、図書館等）：９２０百万円 
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６）国、県等の主な対応 

ア）国の対応 

①災害応急体制の整備 

・被害状況や市からの要望の把握のための現地連絡対策室を設置 

（３月２５日～４月２４日） 

②大臣等の派遣 

・溝手防災担当大臣を団長とする政府調査団派遣（３月２５日～２６日） 

・冬柴国土交通大臣現地視察（３月３０日） 

・安倍内閣総理大臣による現地視察を実施（４月１３日） 

③激甚災害の指定 

・激甚災害に指定し、公共土木施設災害復旧事業等に関する特別の財政援助、

農地等の災害復旧事業等に係る補助の特別措置、中小企業関係の特例措置

等を適用（４月２０日閣議決定、４月２５日公布） 

④自衛隊の災害派遣 

・３月２６日から給水・給食支援等を実施 

・３月２８日から入浴支援を実施 

・４月４日で給水支援終了 

・４月８日撤収 

※派遣規模（延べ）：人員約２,１３７名、給食３８,７０９食、 

給水活動１９４.７ｔ、入浴２,０７６人、 

毛布６２０枚提供 

⑤各府省庁の主な対応 

・輪島塗を初めとする被災地域を支えている産業の復興を支援するため、中

小企業基盤整備機構から石川県に対して無利子融資を行い、同県に３００

億円規模の被災中小企業復興支援ファンドを創設することを閣議決定 

（４月２０日） 

イ）県の対応 

①災害応急体制の整備 

・被害状況や市からの要望の把握のため現地対策本部を設置 

（３月２５日～４月２４日） 

・災害救助法を適用（適用日：３月２５日） 

②被災者生活再建支援法の適用 

・被災者生活再建支援法に基づく支援金支給制度を適用（適用日：４月２日） 

③能登半島地震復興基金の創設 

・地震を契機とした地域コミュニティの崩壊や地域特有の文化の喪失を食い

止めるため、被災地域全体の復興・振興など、多岐にわたる支援を行うた

め、５００億円規模の基金創設を６月補正予算で計上することを決定 

（６月６日） 
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ウ）広域応援 

①警察広域緊急援助隊 

・愛知県警察、岐阜県警察、福井県警察及び新潟県警察：約４００名（被災

地全域） 

※３月２７日以降は石川県警察広域緊急援助隊が所要の災害警備活動を実

施 

②緊急消防援助隊 

・京都府、福井県、滋賀県、富山県、東京都、大阪府、兵庫県より 

倒壊家屋等の検索活動：合計８７隊、３４９名が活動（被災地全域） 

エ）その他の機関、団体の対応 

①通信・放送関係 

・ＮＴＴ西日本：特設公衆電話を各避難所等に設置 

・ＮＴＴドコモ：避難所等に衛星携帯電話及び携帯電話を貸出し 

・ＫＤＤＩ：携帯電話を貸出し 

②給水車 

・１㎥～10㎥ ３月２５日～４月８日まで給水活動 

※ピーク時／３月２９日：３７台 

県外６市、中日本高速道路、自衛隊、県内７市町よりの応援 

③給水復旧 

・３月２５日～４月８日まで給水復旧活動（延べ４９４名） 

県外１県１６市、県内１５市町よりの応援 

④建築士会、建築事務所協会等 

・住宅改修等に係る住宅相談を、地元建築・住宅関係団体により実施 

４月４日～１５日、４月７日～４月２９日の土日 

⑤日本赤十字社 

・毛布、日用品セット等を提供 

・新潟県、富山県、石川県から日赤救護班を出動 

・避難所に臨床心理士の派遣、こころのケア活動を実施 

⑥日本環境保全協会 

・一般廃棄物処理のパッカー車の派遣協力 

⑦ボランティア関係 

・輪島市社会福祉協議会において、輪島市災害ボランティアセンター輪島、

輪島市災害ボランティアセンター門前を設置（３月２７日より活動） 

※ボランティア参加者延べ人数  

県外４,１１２人、県内５,２４３人、計９,３５５人(５月２３日で終了） 

・５月２４日から輪島市復興ボランティアセンターを設置（輪島市社会福祉

協議会内） 

７）被災建築物応急危険度判定 

・３月２６日から３０日の５日間で実施（７３名で延べ１６７名） 

[調査件数]５,６５３件 

[判定内訳]危険８６５件、要注意９３０件、調査済３,８５８件 
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８）被害認定 ※３月２７日から実施（１０月２日現在） 

・全   壊：住家  ５１３棟、非住家１,４９８棟、計 ２,０１１棟 

・大規模半壊：住家  １１５棟、非住家  １６９棟、計   ２８４棟 

・半   壊：住家  ９７１棟、非住家１,２０７棟、計 ２,１７８棟 

・一 部 損 壊：住家７,７２６棟、非住家４,８１７棟、計１２,５４３棟 

・  計  ：住家９,３２５棟、非住家７,６９１棟、計１７,０１６棟 

９）応急仮設住宅（１０月２日現在） 

・建設：５ヵ所、建設戸数：２５０戸 

・入居状況：入居戸数：２４１戸、入居人数：５２８人 

10）家屋の除去処分（１０月２日現在） 

・申請件数：１,７８１件 

・除去処分数：２,１８０棟 

 

（２）能登半島地震の復興対策等について 

１）被災者生活再建支援制度 

実件数：１,２１６件（１０月２日現在） 

２）住宅の応急修理制度 

受付件数：６２０件、修理済件数６２０件（１０月２日現在） 

３）義援金受領金額 

・市：受付件数：９７１件、金額：３６６,１０８,１４４円(１０月２日現在） 

・県：受付件数：２３,８３２件、金額：１,８６２,１７８,９４９円 

（８月２７日現在） 

４）義援金の配分額 

・県：死者：４０万円／人、重傷者３５万円／人、 

住家全壊７０万円／世帯、大規模半壊・半壊３５万円／世帯、 

一部損壊１万５千円／世帯 

・市：死者：４０万円／人、重傷者５万円／人、 

住家全壊１０万円／世帯、大規模半壊・半壊５万円／世帯、 

一部損壊５千円／世帯 

 

（３）市のこれまでの動き 

１）災害対策本部設置（３月２５日／１０:１０） 

・第１回本部会議（３月２５日／１０:２０） 

・自衛隊に派遣要請（石川県に要請 １０:５０） 

・自衛隊に派遣要請（石川県知事より正式要請 １１:０９） 

２）地震災害対策広報発行（４月２日） 

・り災証明と支援策について（以降随時発行） 

３）応急仮設住宅の正式受付（４月１３日～１９日） 

４）災害復興支援室設置（４月１７日） 

・４月１７日より支援窓口を設置し、門前諸岡地区より相談、受付を開始 

５）応急仮設住宅の入居説明（４月２８日～５月３日） 

６）市議会に対し震災関係の緊急報告を行う（５月２日） 
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７）震災復興本部設置（５月７日） 

・震災復興委員会及び専門委員会の設置も行い、復興計画の７月中を目途に策

定を決定 

８）市議会に震災対策特別委員会設置される（５月１１日） 

９）第１回の市議会震災対策特別委員会開催（５月２２日） 

・同日、石川県知事への緊急要望活動を行う 

10）市議会震災復興対策特別委員会・市震災復興委員会が新潟県被災地を視察研修 

（６月６日～７日） 

 

３ 結 果 

輪島市では、本年３月２５日、日曜日の午前９時４１分頃に能登半島沖を震源と

するマグニチュード６.９、震度６強という大地震に見舞われ、死者１名、負傷者３

３８名の人的被害のほか、住家被害は全壊５１３棟を含め１万１,５８７棟にも及ぶ

甚大なものとなった。 

市では直後に災害対策本部を設置し、被災状況の把握や避難所の運営、自衛隊へ

の派遣要請、救援物資の受け入れ、仮設住宅の建設、関係機関との調整等、迅速に

対応している。 

被災状況の確認では、特に被害が大きかった旧門前町地区で、以前からひとりぐ

らしや高齢者世帯等を、見守りもかねて地図上に落として絶えず把握していたため

行方不明者の確認が短時間で完了しており、その効果は大きいと感じた。また、倒

壊家屋から救出された人の大部分は消防隊員等ではなく近所の住民によるものだっ

たことから、地域コミュニティの重要さを再認識させられた。 

市では毎年、防災総合訓練を実施しており、職員の参集訓練も行っているため、

地震発生後約２９分で災害対策本部を立ち上げている。また、住民による避難訓練

も行われており、今回の避難時に大いに役立っていることから、本町においても、

宮城県沖地震を想定した危機意識の醸成や、自主防災組織の充実、防災資機材の整

備とともに不断の訓練が必要であると強く感じた。 
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〈福井県若狭町 美浜・三方環境衛生組合「エコクル美方」〉 

平成１９年１０月２５日視察 

 

１ 町の概要 

若狭町は、福井県嶺南地域の中心部に位置し、東は美浜町、西は小浜市、南は滋賀

県に接している。 

若狭湾国定公園の中心部にあって、国際的に重要な湿地を保全するラムサール条約

に登録された「三方五湖」、全国名水百選「瓜割の滝」、近畿一美しい川とされる１

級河川「北川」など水資源が豊富な町である。 

この地の歴史は１万年以上昔の縄文時代にまでさかのぼり、「縄文遺跡」や「古墳」

が数多く点在。国道３０３号線は、かつて日本海と畿内を結ぶ「若狭街道」として多

くの物や文化が行きかい、街道に沿って栄えた宿場町「熊川宿」は国の伝統的建造物

群に選定されている。また、福井梅発祥の地でもあり、ウメやナシなどの果樹栽培が

盛んなほか、民宿や旅館が１２０軒近くあり、観光に力を入れている。 

平成１７年３月３１日に「三方郡三方町」と「遠敷郡上中町」が合併し、「三方上

中郡若狭町」が誕生した。 

平成１９年３月１日現在の人口は１７,１３６人、世帯数は４,９５２世帯となって

いる。 

 

２ 研修内容 

―研修項目― 

美浜・三方環境衛生組合「エコクル美方」 

①エコクル美方の概要について 

②ごみ焼却施設について 

 

（１）美浜・三方環境衛生組合の概要（平成１９年４月現在） 

１）主たる施設名：「エコクル美方」 

２）所在地：福井県三方上中郡若狭町向笠第１２８号１３番地の１ 

３）組合構成町：美浜町、若狭町 

４）組合設立年月日：昭和４４年４月１日（構成町：美浜町、旧三方町） 

５）行政区域人口：２８,２１６人（処理区域人口 ２８,０６３人） 

６）行政区域面積：３４９.５１㎢（処理区域面積 ２４８.８１㎢） 

※処理区域は、施設建設当時の計画区域である美浜町及び若狭町のうち旧三方町

区域のみ 

７）組合構成 

ア）管理者：美浜町長  副管理者：若狭町長 

イ）議長：美浜町議会議長  副議長：若狭町議会議長 

ウ）議員定数：１１名（美浜町６名、若狭町５名） 

エ）監査委員：知識経験者１名、議員兼任者１名 
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オ）会計管理者：美浜町会計管理者 

カ）管理者付：（美浜町）総務課長、住民安全課長、農林水産課長 

（若狭町）総務課長、住民課長、農林水産課長 

キ）組合職員：３名（うち事務職３名） 

８）施設種別 

ア）エコクル美方 

①ガス化溶融施設（プラズマ式直接溶融方式） 

②リサイクルプラザ（磁気選別、圧縮成形処理等） 

③堆肥化施設（ロータリー攪拌方式） 

イ）堆肥貯蔵施設 

ウ）一般廃棄物最終処分場（被覆型：クローズドシステム） 

エ）美方し尿処理場（高負荷脱窒素処理方式＋高度処理方式） 

９）施設の運営管理 

現在は民間会社に部分包括管理しているが、平成２１年度から全施設について

完全に包括管理へ移行する予定。 

 

（２）エコクル美方の概要 

１）ガス化溶融施設 

ア）事業主体：美浜・三方環境衛生組合 

イ）補助事業名 

環境省：一般廃棄物処理施設整備事業 

国土交通省：特定環境保全公共下水道施設共同整備事業 

ウ）事業費：１,８４９,５３７千円 

エ）敷地面積：１５,５４１㎡（総施設面積） 

オ）工期：平成１３年８月１０日から平成１５年３月２８日 

カ）処理能力：１炉２４時間稼動で２２ｔ 

キ）ごみの種類 

①可燃ごみ〔１２.９ｔ／日（日平均排出量）～１７.２ｔ／日（処理量）〕 

②脱水汚泥〔３.６ｔ／日（日平均排出量）～４.８ｔ／日（処理量）〕 

ク）炉数：２２ｔ／２４ｈ×１基 

ケ）炉形式：ガス化溶融処理方式 

コ）運転時間：１日２４時間運転 

サ）設備方式 

①受入れ・供給設備：ピットアンドクレーン式 

②ガス化溶融設備：熱分解溶融一体型方式 

③燃焼ガス冷却設備：水噴射式 

④排ガス処理設備：有害ガス除去装置、集じん装置、活性炭吸着塔 

⑤余熱利用設備：温水供給 

⑥通風設備：平衡通風 
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⑦スラグ処理設備：水砕式 

⑧灰出し設備：バンカ方式 

⑨給水設備：上水 

⑩排水処理設備 

・ごみピット汚水：炉内噴霧処理 

・プラント排水：処理後ガス冷却用噴射水及び洗車用水として再利用 

・生活排水：下水道放流 

シ）余熱利用計画 

場内利用：給湯、暖房、その他 

ス）焼却条件（保証） 

①燃焼室温度：８００℃以上 

②ガス滞留時間：２秒以上 

③焼却残渣（熱灼減量）：１％以下 

セ）搬入・搬出処理実績（１８年度） 

①搬入：５,６４７.７ｔ 

[内訳]可燃ごみ４,８２７.１ｔ、公共下水汚泥８２０.６ｔ 

※その他、リサイクルプラザより可燃物１５７.８ｔ搬入あり 

②搬出：６１２.２ｔ 

[内訳]スラグ３０６.６ｔ、メタルスラグ２２.４ｔ 

飛灰（固化後）２８３.２ｔ 

２）リサイクルプラザ 

ア）事業主体：美浜・三方環境衛生組合 

イ）補助事業名：環境省 一般廃棄物処理施設整備事業 

ウ）事業費：１,２１９,９０６千円 

エ）工期：平成１３年１０月２４日から平成１５年３月２８日 

オ）処理能力：８.５ｔ／５時間 

カ）ごみの種類 

①不燃ごみ ②粗大ごみ ③缶類 ④びん類 ⑤ペットボトル 

⑥白色発泡トレイ ⑦ダンボール ⑧廃蛍光管 ⑨乾電池 

キ）処理系統：７系統 

①粗大ごみ ②不燃ごみ ③可燃性粗大ごみ ④缶類 ⑤びん類  

⑥ペットボトル・白トレイ ⑦瓦・コンクリートガラ 

ク）選別種類 

①粗大ごみ・不燃ごみ（鉄類、アルミ類、可燃物、不燃物） 

②缶類（鉄類、アルミ類、残渣） 

③びん類（無職、茶色、その他色、残渣） 

ケ）設備方式 

①受入供給設備 

計量機（トラックスケール）、受入貯留場、各種受入ホッパ、 
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ダンピングボックス、各種供給コンベヤ 

②破砕設備 

一次破砕機（低速二軸回転式）、二次破砕機（高速横型回転式）、 

せん断式切断機、コンクリート破砕機 

③搬送設備 

各種エプロンコンベヤ、各種ベルトコンベヤ 

④選別設備 

磁選機、アルミ選別機、風力選別機、粒度選別機、手選別コンベヤ 

⑤再生設備 

缶類圧縮機、金属圧縮機、大型圧縮機、紙類圧縮機、蛍光管破砕機、 

ペットボトル・白トレイ減容機、不用品再生設備 

⑥貯留・搬出設備 

各種バンカ、各種ホッパ、一時貯留場 

⑦集じん設備 

サイクロン集じん機、バグフィルタ集じん機、排風機 

⑧給水設備：上水 

⑨排水設備：汚水はガス化溶融施設にて処理。生活排水は下水道に放流 

⑩電気設備：低圧配電設備、動力設備 

⑪計装設備：中央監視操作盤、監視用ＩＴＶ装置 

⑫建築設備 

工場棟、研修室、会議室、再生工房、展示コーナー、プラットホームなど 

コ）搬入・搬出処理実績（１８年度） 

①搬入：１,０１６.６ｔ 

［内訳］不燃ごみ５１７.３ｔ、不燃粗大ごみ２５８.５ｔ、缶類７４.３ｔ、 

びん類１２９.４ｔ、ペットボトル２３.０ｔ、白色トレイ１.７ｔ、 

蛍光管類３.９ｔ、電池類４.８ｔ、瓦・コンクリート類３.７ｔ 

②搬出：１,０１６.１ｔ 

［内訳］圧縮成形鉄屑１６１.９ｔ、圧縮成形アルミ３.３ｔ、 

鉄屑・鉄屑長物４５.９ｔ、非鉄金属２３.６ｔ、ステンレス１.１ｔ、 

銅５.９ｔ、鉄系金物２３.９ｔ、段ボール・古紙・古布２００.２ｔ、 

圧縮成型アルミ缶４１.２ｔ、圧縮成型スチール缶５６.２ｔ、 

無色びん６７.０ｔ、茶びん４３.８ｔ、その他びん２０.６ｔ、 

生びん１８.３ｔ、圧縮成型ペットボトル２６.４ｔ、 

圧縮成形トレイ１.６ｔ、蛍光管破砕物３.８ｔ、廃電池６.２ｔ、 

瓦１２.２ｔ、コンクリート２.６ｔ、 

可燃物１５７.８ｔ（ガス化焼却へ）、 

不燃残渣９２.６ｔ（最終処分場へ） 
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３ 結 果 

既施設の老朽化とダイオキシン類の排出基準の強化に対応すべく、美浜町と旧三

方町（現若狭町の一部）で構成する美浜・三方環境衛生組合では、ごみ焼却施設及

びリサイクルプラザからなる「エコクル美方」を平成１５年４月に建設した。 
ごみ焼却施設であるガス化溶融施設では、炉内を１,５００度以上の高温に維持し、
投入されたごみを直接溶融するプラズマトーチによって燃焼処理を行うことによっ

て、ダイオキシン類の法規制値の１００分の１以下に抑えるなど、公害防止対策に

配慮した施設となっている。排出される溶融スラグはブロックや建設資材、道路の

路盤材として活用でき、最終処分場の延命化を図っている。 
また、リサイクルプラザでは、最新の技術と設備を導入して資源のリサイクルを

目指すほか、リサイクルの意識向上を図るため、施設内に再生品の展示コーナーを

設置するとともに、リサイクルによる体験学習を行う体験工房や研修室も整備され

ている。 
現在、仙南地域広域行政事務組合では、ごみ処理の広域化を図るとして仙南２市

７町による（仮称）仙南クリーンセンターの建設について協議しているが、柴田町

でも、焼却方式の選定や民間委託も含めた運営形態等について初期投資やランニン

グコスト、環境負荷等様々な角度から検討する必要があると思われる。 


